
貸　　 借　　 対　　 照　　 表

流　動　資　産 2,625,494 流　動　負　債 887,929

923,078 268,490

267,306 19,608

466,533 54,910

200,000 14,258

665,039 373,632

79,127 22,793

9,633 41,120

14,587 93,115

188

固　定　資　産 5,397,176 固　定　負　債 708,020

546,684

593,721 35,220

93,967

1,992,769 32,149

2,810,685

157,000 1,595,949

2,225,922

919

64,522 株　主　資　本 6,429,184

282,011 1,376,500

80,309 5,052,684

5,052,684

3,510,000

1,542,684

評価・換算差額等 △ 2,463

△ 2,463

6,426,720

8,022,670 8,022,670

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

純 資 産 計

長 期 前 払 費 用

負債 ・ 純資産合計

（純資産の部）

資 本 金

そ の 他 の 投 資 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

資　産　合　計

投 資 有 価 証 券

繰越利益剰余金

繰 延 税 金 資 産

前 払 年 金 費 用

別 途 積 立 金

その他利益剰余金

負　 債　 計

車 両 修 繕 引 当 金

付 帯 事 業 固 定 資 産 そ の 他 の 固 定 負 債

鉄 道 事 業 固 定 資 産 役員退職慰労引当金

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 資 産 賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 資 産

貯 蔵 品 預 り 金

前 払 費 用 前 受 収 益

未 収 金 未 払 法 人 税 等

有 価 証 券 預 り 連 絡 運 賃

未 払 費 用短 期 貸 付 金

現 金 ・ 預 金 未 払 金

未 収 運 賃 未 払 消 費 税 等

（単位：千円）

平成24年3月31日現在

（資産の部） （負債の部）

金　　額科　　　　目 科　　　　目金　　額



1,511,438

1,493,505

17,933

2,105,202

1,923,523

181,678

199,611

35,827

8,659 44,487

244,099

7,999

8,004 16,004

228,095

88,653

△ 9,732 78,921

149,174

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

投 資 有 価 証 券 評 価 損

付 帯 事 業

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

経 常 利 益

営 業 外 収 益

そ の 他

営 業 利 益

金　　　　　　　　　額

鉄 道 事 業

営 業 利 益

科　　　　　　目

全 事 業 営 業 利 益

法人税、住民税及び事業税

特 別 損 失

そ の 他 の 投 資 評 価 損

税 引 前 当 期 純 利 益

損 益 計 算 書

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 収 益

営 業 費

営 業 収 益

営 業 費

自　平 成 23 年 4 月  1 日

至　平 成 24 年 3 月 31 日

（単位：千円）



 

個 別 注 記 表 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

  （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

    ①満期保有目的債券  償却原価法（定額法）によっております。 

    ②子会社株式  移動平均法による原価法によっております。 

    ③その他有価証券 

      時価のあるもの  

       期末決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。 

       （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ 

       り算出） 

      時価のないもの 

       移動平均法による原価法によっております。 

  （２）たな卸資産の評価基準及び評価方法  最終仕入原価法によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

     定率法によっております。ただし、鉄道事業固定資産の構築物のうち取替資産 

    については、取替法によっております。 

     また、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物（建物付属設備を除く）について 

    は、定額法によっております。 

  （２）無形固定資産（リース資産を除く） 

     定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

  （１）賞与引当金 

     従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担 

    額を計上しております。 

  （２）退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法 

    による期末要支給額）に基づき、当事業年度末において発生していると認められ 

    る額を計上しております。 

（３）役員退職慰労引当金 

     役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して 

    おります。 

   



 

（４）車両修繕引当金 

     鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成 13 年国土交通省令第 151 号） 

    第 90 条に定める機関車全般検査の修繕費支出に備えるため、その修繕予定額を 

    見積り計上しております。 

 

４．工事負担金等の会計処理の方法 

   固定資産の取得のために国庫補助金、工事負担金等より受け入れた工事負担金等は、 

  工事完成時に当該工事負担金等相当額を、固定資産の取得原価から直接減額して計上 

  しております。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

   消費税の会計処理  税抜方式によっております。 

 

Ⅱ．重要な会計方針の変更 

 

  該当事項はありません。 

 

Ⅲ．貸借対照表に関する注記 

 

 １．有形固定資産の減価償却累計額 3,699,097 千円 

 

 ２．保証債務 417 千円 

 

 ３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務        

    短期金銭債権 504,346 千円 

短期金銭債務 48,831 千円 

 

 ４．固定資産の科目ごとの総額 

    有形固定資産 2,583,015 千円 

        土 地   935,201 千円   建 物 1,112,343 千円 

構築物   411,915 千円   車 両 74,551 千円 

その他 49,003 千円 

無形固定資産 3,475 千円 

 

 ５．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 

 385,907 千円 

 

 

 



 

 

Ⅳ．税効果会計に関する注記 

 

  繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金等の否認であり、評価性 

 引当金 293,793 千円を控除しております。 

 

Ⅴ．関連当事者との取引に関する注記 

 

１．親会社及び法人主要株主等 

                       （単位：千円） 

属 性 会社等の名称 
議 決 権 等 の

被 所 有 割 合

関連当事者

と の 関 係
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の 

関係会社 
日本貨物鉄道㈱ 39.45% 

業 務 受 託

 

人 件 費 の

負  担  他

貨物駅業務

の 受 託 他

出向社員の

受 入 他

2,209,191 

 

455,953 

 

未 収 金 

 

未 払 金 

 

452,958

 

38,606

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

  ⑴ 貨物駅業務、出向社員の受入については、日本貨物鉄道株式会社より提示された条件 

を基礎として交渉のうえ、決定しております。 

  ⑵ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費 

   税等を含めております。 

 

２．兄弟会社等 

                                     （単位：千円） 

属 性 会社等の名称 
議 決 権 等 の

被 所 有 割 合

関連当事者

と の 関 係
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の 

関係会社 

の子会社 

ジェイアール 

エ フ 商 事 ㈱ 
― 資金の貸付

短期貸付金

受 取 利 息

200,000 

1,399 

短 期 

貸付金 

 

200,000

 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

  ⑴ 貸付金利息に関しては、市場金利を勘案して決定しております。 

  ⑵ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

 

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記 

 

 １．1 株当たり純資産額 2,334 円 44 銭 

 

 ２．1 株当たり当期純利益 54 円 19 銭 


